
（単位：千円）

資  産  の  部 負  債  の  部
科      目 金      額 科      目 金      額

流動資産 37,530,603 流動負債 18,096,431

  現金及び預金 609,002   買掛金 1,428,744
  割賦債権 10,209,868   短期借入金 8,700,000
  リース債権 1,662,134   １年以内返済予定の長期借入金 7,507,900
  リース投資資産 24,908,823   リース債務 88
  リース料等未収入金 16,269   未払金 3,168
　前払費用 173,521   未払費用 46,880
  未収収益 35,008   未払法人税等 74,123
  未収消費税等 119,576   賃貸料等前受金 109,650
  その他の流動資産 2,095   リース料等前受金 213,633
  貸倒引当金 △ 205,697   その他の流動負債 12,242

固定資産 718,455 固定負債 15,477,559

  有形固定資産 431,633   長期借入金 15,383,300
     賃貸資産 223,204   退職給付引当金 94,259
     社用資産 208,428
　　　　建物 78,039
　　　　建物附属設備 14,937
　　　　土　地 91,180
　　　　その他 24,269
  無形固定資産 16,367
     社用資産 16,367
　　　　ソフトウエア 15,526 負  債  合  計 33,573,990
　　　　その他 840 純  資  産  の  部
  投資その他の資産 270,454 株主資本 4,594,686
     投資有価証券 136,590   資本金 500,000
     破産更生債権等 133,847   資本剰余金 358,000
     長期前払費用 712     資本準備金 358,000
     差入保証金 4,057   利益剰余金 3,736,686
     繰延税金資産 87,840     利益準備金 8,780
     その他投資 33,224     その他利益剰余金 3,727,906
     貸倒引当金 △ 125,818     　　繰越利益剰余金 3,727,906

評価・換算差額等 80,382
    その他有価証券評価差額金 80,382

純  資  産  合  計 4,675,068
資  産  合  計 38,249,058 負債及び純資産合計 38,249,058

貸  借  対  照  表
（2021年3月31日現在）
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（単位：千円）

科           目

売 上 高  9,240,172

     リース売上 8,430,075
     割賦収益 192,225
 　　その他の売上高 617,871

売上原価 8,230,856

     リース原価 7,354,916
     資金原価 81,470
  　 その他の売上原価 794,469

売上総利益 1,009,315

販売費及び一般管理費 630,564

営業利益 378,751

   営業外収益 6,521

 　　 受取利息及び配当金 5,115
 　　 償却債権取立益 565
      その他の営業外収益 840

   営業外費用 3,003

      支払利息 2,728
      その他の営業外費用 274

経常利益 382,269

税引前当期純利益 382,269

    法人税、住民税及び事業税 111,717

    法人税等調整額 9,440

当期純利益 261,112

損   益   計   算   書
（自 2020年04月01日  至 2021年3月31日）

金                 額
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－ 

 

個 別 注 記 表 

金額記載単位に関する注記 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

(１) 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

① 時価のあるもの‥‥期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

② 時価のないもの‥‥移動平均法による原価法 

(２) 貯蔵品の評価基準および評価方法 

       個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 賃貸資産 

見積賃貸期間を償却年数とし、当該期間終了時の処分見積価額を残存価額とする定額法 

(２) 社用資産 

① 有形固定資産 

建    物‥‥‥‥‥定額法 

建物附属設備‥‥‥‥‥定率法（ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備については、

定額法） 

そ  の  他‥‥‥‥‥定率法 

② 無形固定資産 

ソフトウェア‥‥社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金‥‥‥‥債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(２) 退職給付引当金‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。 

            退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付にかかる期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

 

４．収益・費用の計上基準 

(１) ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(２) オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対

応するリース料を計上しております。 

(３) 割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

利息相当額を売上高として各期に配分する方法によっております。 

 



 

－ 

 

 (４) 金融費用の計上基準 

金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。 

その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として

営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費

用に計上しております。 

なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれらに対応する受取利息を控除して計上しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(１) 消費税等の会計処理の方法 

      税抜方式を採用しております。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産および担保にかかる債務 

                                              （単位：千円） 

種  類 

担保に供している資産 担保にかかる債務 

当事業年度末 

帳簿価額 
担保権の種類 内  容 

当事業年度末 

残高 

リース債権 ２８１,５０８ 

譲渡担保 

１年以内返済予定の 

長期借入金 
１,０５４,０００ 

リース投資資産 ２,３５９,８８９ 

割賦債権 １,１１０,８４４ 長期借入金 １,７９３,５００ 

計 ３,７５２,２４２  計 ２,８４７,５００ 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

                      （単位：千円） 

賃貸資産 ２４,７９７ 

建物 ５２,７０５ 

建物附属設備 ３９,６０４ 

その他 ６３,４０７ 

計 １８０,５１５ 

 

３．リース債権・リース投資資産および割賦債権の内訳 

                                             （単位：千円） 

 リース債権 リース投資資産 割賦債権 

債権額 １,７４６,７７５ ２６,８２８,８８９ １０,８２３,６４０ 

見積残存価額 ―   ６３３,０２７ ―   

維持管理費用相当額 △１２,０２６ △１,００９,０１２ ―   

受取利息相当額 △７２,６１４ △１,５４４,０８０ △６１３,７７１ 

計 １,６６２,１３４ ２４,９０８,８２３ １０,２０９,８６８ 

 

４．未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース契約債権 

                      （単位：千円） 

リース債権 ４,１０１ 

 

 

５．１年を超えて入金期日の到来する営業債権等 

（単位：千円) 

リース債権 １,３０８,８６４ 

リース投資資産 １９,５０７,２１７ 

割賦債権 ７,５２４,６１２ 

未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース債権 ２，４９７ 

計 ２８,３４３,１９１ 

 

６．関係会社に対する金銭債権債務 

（単位：千円） 

金銭債権 

 短期 

 

１,８０２,３２９ 

金銭債務 

 短期 

 長期 

 

８,７１５,１００ 

１１,５３１,０００ 



 

－ 

 

７．リース債権およびリース投資資産にかかるリース料債権部分について、貸借対照表日後５年以内における１年ご

との回収予定額および５年超の回収予定額 

（単位：千円） 

１年以内の回収予定額 ７,７５９,５８２ 

１～２年以内の回収予定額 ６,５９９,９３１ 

２～３年以内の回収予定額 ５,８７０,３２８ 

３～４年以内の回収予定額 ３,９４３,９１６ 

４～５年以内の回収予定額 ２,５８４,７１１ 

５年超の回収予定額 １,８１７,１９３ 

計 ２８,５７５,６６４ 

 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

（単位：千円） 

売上高 

リース売上高 

その他の売上高 

７６９,５３７ 

７６２,４２０ 

７,１１６ 

仕入高（資金原価） ５１,２６２ 

販売費及び一般管理費 ２６１,４３２ 

営業取引以外の取引高  

 受取利息 ０ 

 支払利息 １,７２３ 

 

２．資金原価の内訳 

（単位：千円） 

支払利息 ８１,４７８ 

受取利息 △８ 

計 ８１,４７０ 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

 
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

 普通株式 ２,０００ ― ― ２,０００  

  合 計 ２,０００ ― ― ２,０００  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 

 

２．配当に関する事項 

   (１)配当支払額 

付  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2020年6月26日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 ７０,０００ ３５,０００ 2020年3月31日 2020年6月29日 

 

 

   (２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

     次のとおり付議を予定しております。 

     

付  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021年6月29日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 １３０,０００ 利益剰余金 ６５,０００ 2021年3月31日 2021年6月30日 

 

 

税効果会計に関する注記 

 １．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                         （単位：千円） 

   繰延税金資産 

    未払事業税                   ４,５３４ 

    未払賞与                    ７,８３５ 

    退職給付引当金                ２８,６５４ 

    貸倒引当金                  ８５,０２７ 

    貯蔵品評価損                   １,６６９  

   繰延税金資産小計               １２７,７２２ 

   評価性引当額                  △４,７７２ 

   繰延税金資産合計               １２２,９４９ 

繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金           ３５,１０９ 

   繰延税金負債合計                ３５,１０９ 

   繰延税金資産の純額               ８７,８４０ 

 

 

 

金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   （１）当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関からの借入に

より行っております。 

   （２）リース債権、リース投資資産、割賦債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を

図っております。 

また、投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

   （３）借入金の使途は運転資金（主として短期）およびリース物件購入資金（長期）であります。 

 

 

 

 

 



 

－ 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   2021年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。 

                                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1) 現金及び預金 ６０９,００２ ６０９,００２ － 

(2) 割賦債権 

   貸倒引当金 

１０,２０９,８６８ 

△６３,２３９ 

  

１０,１４６,６２８ １０,３７８,２４８ ２３１,６１９ 

(3) リース債権 

   貸倒引当金 

１,６６２,１３４ 

△５,９８９ 
  

１,６５６,１４４ １,６９７,９２９ ４１,７８４ 

(4) リース投資資産 

   貸倒引当金 

２４,９０８,８２３ 

△１３５,５７５ 
  

２４,７７３,２４８ ２５,４４６,２６６ ６７３,０１８ 

(5) 投資有価証券 

   その他有価証券 

 

１３３,６００ 

 

１３３,６００ 

 

－ 

(6) 破産更生債権等 

   貸倒引当金 

１３３,８４７ 

△１２５,８１８ 

  

８,０２９ ８,０２９ － 

(7) 買掛金 (１,４２８,７４４) (１,４２８,７４４) － 

(8) 短期借入金 (８,７００,０００) (８,７００,０００) － 

(9) 長期借入金 (２２,８９１,２００) (２２,７００,５１２) △１９０,６８７ 

 (*) 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

     (1) 現金及び預金 

      現金及び預金のすべてが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

    (2) 割賦債権、(3) リース債権および(4) リース投資資産 

      これらの時価については、元利金等の合計額を同様の新規リース契約取引および新規割賦契約取引を行っ 

      た場合に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。 

また、破綻懸念先に対する債権については、担保および保証による回収可能見込額に基づいて貸倒見積高 

を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額をもって時価としております。 

(5) 投資有価証券 

      投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。 

    (6) 破産更生債権等 

破産更生債権等は、担保および保証による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を

もって時価としております。 

(7) 買掛金および（8）短期借入金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(9) 長期借入金 

      長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。 

      なお、長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 

 

  （注２) 非上場株式（貸借対照表計上額２，９９０千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)投資有価証券その他有価証

券」には含めていません。 



 

－ 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社との取引 

属

性 

会

社

等

の

名

称 

住

所 

資本金 

(千円) 

事

業

の 

内

容 

議決権

等の 

被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

親

会

社 

㈱ 

南 

都 

銀

行 

奈

良

市

橋

本

町

1

6 

37,924,152 

銀

行

業 

間接 

100％ 

兼任 

３名 

転籍 

５名 

事業資金 

の借入 

・ 

情報機器

等の 

リース等 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

14,800,000 

短期 

借入金 
3,700,000 短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

13,200,000 

長期事業

資金の 

借入 

(注１) 

4,900,000 

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

5,015,100 

長期 

借入金 
11,531,000 

長期事業

資金の 

返済 

(注１) 

5,097,600 

利息の 

支払 

(注１) 

52,993 
前払費用 

(前払利息) 
7,335 

リース料

の受取 

(注２) 

 

760,279 

未収収益 

(未収利息) 

 

6,683 

リース料等

前受金 
66,545 

リース 

投資資産 
1,193,128 

賃貸資産 50,015 

 (注１) 短期事業資金の借入および長期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の

取扱を受けております。 

(注２) リース取引の条件は、一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

－ 

 

 

２．兄弟会社との取引 

属

性 

会

社

等

の

名

称 

住

所 

資本金 

(千円) 

事

業

の 

内

容 

議決権

等の 

被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

親

会

社

の

子

会

社 

南

都

信

用

保

証

㈱ 

奈

良

市

大

宮

町

４

丁

目

２

９

７

番

地

の

２ 

１０，０００ 

信

用

保

証

業 

なし 
兼任 

１名 

事業資金 

の借入 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

5,000,000 

短期 

借入金 
5,000,000 

短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

5,000,000 

(注１) 短期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の取扱を受けております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額         ２,３３７,５３４円１９銭 

 ２．１株当たり当期純利益          １３０,５５６円０５銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


